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第 １   企 業 の 概 況

１．主要な経営指標等の推移

回 次 第２６期中 第２７期中 第２８期中 第２６期 第２７期

自平成10年4月  1日 自平成11年4月  1日 自平成12年4月  1日 自平成10年4月  1日 自平成11年4月  1日

至平成10年9月30日 至平成11年9月30日 至平成12年9月30日 至平成11年3月31日 至平成12年3月31日

（１） 連 結 経 営 指 標 等

売 上 高 千円 -　 -　 31,246,477 60,801,836 57,734,203 

経 常 損 益 千円 -　 -　 5,384,065 9,734,387 8,396,020 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 益 千円 -　 -　 2,500,931 3,513,552 4,016,532 

純 資 産 額 千円 -　 -　 48,204,366 44,959,912 46,939,720 

総 資 産 額 千円 -　 -　 65,057,258 62,138,381 59,820,537 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 円 -　 -　 1,211.04 1,124.87 1,175.47 

１株当たり中間（当期）純損益 円 -　 -　 62.71 87.67 100.55 

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり中間（当期）純利益

円 -　 -　 62.68 87.48 100.44 

自 己 資 本 比 率 ％ -　 -　 74.09 -　 78.46 

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

千円 -　 -　 5,567,172 -　 3,990,194 

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

千円 -　 -　 △ 5,538,511 -　 718,819 

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

千円 -　 -　 △ 1,645,353 -　 △ 4,007,426 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の
中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高

千円 -　 -　 12,275,691 13,128,413 13,892,383 

従 業 員 数 人 -　 -　 6,661 -　 6,381 
（ 外 、 平 均 臨 時 雇 用 者 数 ） ( - ) ( - ) (606) ( - ) (489)

（２） 提 出 会 社 の 経 営 指 標 等

売 上 高 千円 26,181,906 24,818,765 27,143,841 51,784,675 50,773,665 

経 常 損 益 千円 4,252,896 3,680,437 5,083,484 9,429,529 7,800,706 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 益 千円 1,556,324 2,042,370 2,414,442 3,164,634 3,701,648 

資 本 金 千円 16,752,889 16,797,888 16,808,886 16,753,389 16,805,887 

発 行 済 株 式 総 数 株 40,082,781 40,147,343 40,163,121 40,083,498 40,158,819 

純 資 産 額 千円 43,208,424 47,283,394 48,067,837 44,418,073 46,310,554 

総 資 産 額 千円 58,928,964 59,878,110 63,029,330 59,635,198 57,672,976 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 円 1,077.97 1,177.74 1,196.81 1,108.13 1,153.18 

1株当たり中間（当期）純損益 円 38.84 50.91 60.12 78.96 92.23 

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり中間（当期）純利益

円 38.75 50.83 60.08 78.79 92.12 

1株当たり中間（年間）配当額 円 10.00 10.00 18.00 23.00 23.00 

自 己 資 本 比 率 ％ 73.32 78.96 76.26 74.48 80.29 

従 業 員 数 人 5,692 5,781 5,801 5,470 5,615 

（注） １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．中間連結財務諸表規則が新たに制定され、第２８期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

　　配当が含まれております。

４．従業員数は、平成１２年３月期より就業人員数を表示しております。

会 計 期 間

３．提出会社の第２６期の１株当たり配当額には、東京証券取引所並びに名古屋証券取引所市場第一部への株式上場を記念した、１株につき１円の記念
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２．事業の内容

及びその他のアウトソーシングを主要な業務としております。

エンジニアリングアウトソーシング……

エリアと異なったエリアを担当しております。

その他のアウトソーシング……………

アウトソーシングを担当しております。

　子会社株式会社ジャパンキャストは平成１２年７月より営業を開始しております。

アウトソーシングが当該業務も併せて担当しております。

事業の系統図は次のとおりであります。

（注） 子会社株式会社ジャパンキャストは平成１２年７月より営業を開始しております。

当 社 グ ル ー プ は 、 当 社 （ 株 式会 社メ イテ ック ）及 び子 会社 ３社 によ り構 成さ れて おり 、主 に製 造業 を対 象と した

顧 客

当社が担当するほか、子会社株式会社ジャパンアウトソーシングが当社の営業

子会社株式会社ジャパンキャストが事務系を中心としたその他のアウトソーシング

子会社株式会社ジャパンキャストの営業開始までの間は、子会社株式会社ジャパン

を、子会社株式会社メイサービスが保険代理及びビル管理を中心としたその他の

エンジニアリングアウトソーシング（機械､電気､電子及びコンピュータソフトウェア等の技術系に特化したアウトソーシング）

エ ン ジ ニ ア リ ン グ ア ウ ト ソ ー シ ン グ そ の 他 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ

メ イ テ ッ ク グ ル ー プ

当 社

子 会 社

株 式 会 社
ジャパンアウトソーシング

株 式 会 社
ジ ャ パ ン キ ャ ス ト

株式会社メイサービス

- 3 -



３．関係会社の状況

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４．従業員の状況

（１） 連結会社の状況

アウトソーシングとに区分して当中間連結会計期間の従業員数を示すと、次のとおりであります。

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数にて記載しております。

（２） 提出会社の状況

（注）従業員数は就業人員であり、出向者１７名及び嘱託４２名は含んでおりません。

（３） 労働組合の状況

　労使関係について特に記載すべき事項はありません。

当社では、事業の種類別セグメントを記載していないため、業務をエンジニアリングアウトソーシングとその他の

区 分

エ ン ジ ニ ア リ ン グ ア ウ ト ソ ー シ ン グ

そ の 他 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ

従 業 員 数 ( 人 )

６,６２３（　７９）　　　　　　　　　　

３８（５２７）　　　　　　　　　　

６,６６１（６０６）　　　　　　　　　　

従 業 員 数 （ 人 ） ５,８０１  　　　　　　　　　　　　　

計
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第 ２   事 業 の 状 況

１．業績等の概要

（１） 業　　　　　績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、ＩＴ関連を中心に、製造業の設備投資に回復基調が見られる等、

産業界の一部に活力が見え始めた兆しがあるものの、個人消費は依然として低迷する等、力強い上昇局面には

至っていません。しかしながら、当社の主要顧客である製造業においては、厳しいリストラに対処し、

世 界 的 な 市 場 競 争 に 勝 ち 残 っ て い く た め の 市 場 競 争 力 強 化 に 取 り 組 む 動 き が 顕 在 化 し て き ま し た 。

その結果、当社のエンジニアリングアウトソーシング事業、ならびに当社グループ全体のアウトソーシング

事業に対する需要も、当期に入り急速に増加してきました。特に、第２四半期以降は、成長セクターである

ＩＴ、エレクトロニクス、半導体分野だけでなく、自動車、産業機械分野も受注が拡大してきました。

こうした市況を反映して、当社グループの中間期業績の最大要因である、新卒社員の業務配属は、グループ

全体において、期初の予想を上回るペースで対応することができました。特にメイテックにおいては、

期初においては今中間期末までに１００％配属予定でしたが、８月末には達成することができました。

その結果、メイテック単体の技術社員の稼働率は、期初予想では９４.０％でしたが、９６.８％を達成する

ことができました。

また、中長期的な差別化戦略推進の一環として、当社においては、本年５月に、技術系アウトソーシング

業界初のＩＳＯ９００１認証取得を行ないました。これにより、当社サービスの品質保証を顧客企業に

対して、より明確化することになり、競合他社との差別化を一層推進しています。

この結果、連結売上高は３１２億４６百万円となりました。損益面におきましては、連結営業利益は

５３億５２百万円、連結経常利益は５３億８４百万円、連結中間純利益は２５億円となりました。

当社では、事業の種類別セグメントを記載しておりません。業務をエンジニアリングアウトソーシングと

その他のアウトソーシングとに区分した主な部門別の売上高は次のとおりであります。

　エンジニアリングアウトソーシング部門におきましては、連結売上高が３０１億９２百万円となりました。

　その他のアウトソーシング部門におきましては、連結売上高が１０億５３百万円となりました。

　当社では、所在地別セグメントを記載していないため、所在地別セグメントの業績についても記載をしておりません。

（２） キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、定期預金の

預入、外部借入金の返済、ストックオプション制度に伴う自己株式の取得等の要因により、前連結会計年度末に

比べて１６億１６百万円減少し、当中間連結会計期間末には１２２億７５百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は、５５億６７百万円となりました。これは、

主に市況を反映し税金等調整前中間純利益が４４億２０百万円と堅調であったこと及び前連結会計年度の

結果として法人税等の支払額が９億２７百万円と低水準であったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少は、５５億３８百万円となりました。これは、

主に定期預金の預入による支出が７２億２９百万円あった一方で、定期預金の払戻による収入が２１億

２９百万円であったこと等を反映したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、１６億４５百万円となりました。これは、

長期借入金の約定弁済及び配当金の支払に加え、当中間連結会計期間の特殊要因として自己株式取得

方式のストックオプション制度が採用されており、当該自己株式の取得を行ったこと等によるものであります。

（注） １．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．当中間連結会計期間は中間連結財務諸表制度の導入初年度であるため、前年同期との比較分析は行って

　　おりません。

３．営業活動、投資活動及び財務活動による各キャッシュ・フローについては、当中間連結会計期間が中間連結

　　キャッシュ・フロー計算書作成の初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。
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２．生産、受注及び販売の状況

次のとおりであります。

（１） 生産実績

（単位：千円）

（注） １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当中間連結会計期間は連結ベースにて作成する初年度であるため、生産実績に係る前年同期比の記載は行っておりません。

（２） 受注状況

       当中間連結会計期間末現在契約履行中の契約事業所数は以下のとおりであります。

（単位：件）

（注） 当中間連結会計期間は連結ベースにて作成する初年度であるため、受注状況に係る前年同期比の記載は行っておりません。

（３） 販売実績

（単位：千円）

（注） １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当中間連結会計期間は連結ベースにて作成する初年度であるため、販売実績に係る前年同期比の記載は行っておりません。

３．対処すべき課題

変更はありません。

４．経営上の重要な契約等

   特記すべき事項はありません。

５．研究開発活動

   特記すべき事項はありません。

当社では、事業の種類別セグメントを記載していないため、業務をエンジニアリングアウトソーシングとその他の

ア ウ ト ソ ー シ ン グ と に 区 分 し て 当 中 間 連 結 会 計 期 間 に お ける 生産 実績 、受 注状 況及 び販 売実 績を 示す と、

金 額

件 数

20,874,945　　　　　　　　　　
831,019　　　　　　　　　　

21,705,964　　　　　　　　　　

区 分

エ ン ジ ニ ア リ ン グ ア ウ ト ソ ー シ ン グ

そ の 他 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ

計

区 分

エ ン ジ ニ ア リ ン グ ア ウ ト ソ ー シ ン グ 1,434　　　　　　　　　　
そ の 他 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ 356　　　　　　　　　　

計 1,790　　　　　　　　　　

区 分 金 額

計 31,246,477　　　　　　　　　　

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について、重要な

エ ン ジ ニ ア リ ン グ ア ウ ト ソ ー シ ン グ 30,192,814　　　　　　　　　　
そ の 他 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ 1,053,662　　　　　　　　　　
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第 ３   設 備 の 状 況

１．主要な設備の状況

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２．設備の新設、除却等の計画

　ありません。

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は
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第 ４   提出会社の状況

１．株式等の状況

（１） 株式の総数等

（注） １． 議決権を有しております。

２． 提出日現在の発行数には、平成１２年１２月１日からこの半期報告書提出日までの転換社債の株式への転換により発行された株式数は含まれておりません。

（２） 発行済株式総数、資本金等の状況

（注） 転換社債の残高、転換価格及び資本組入額は次のとおりであります。

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高

株 株 千円 千円 千円 千円

転 換社 債の株 式転 換に よる増加

2,998　

摘 要年 月 日
発 行 済 株 式 総 数 資 本 金 資 本 準 備 金

平成12年4月1日～
平成12 年9月30日

2,998　 16,643,761　4,302 40,163,121 16,808,886　

平 成 １２ 年 ９ 月 ３０ 日 現 在 平 成 １２ 年 １１ 月 ３０ 日 現 在

転換社債の残高 転換価格 資本組入額 転換社債の残高 転換価格 資本組入額

千円 円 円 千円 円 円

36,000　　 1,394　　 697　　 33,000　　 1,394　　 697　　

発 行 年 月 日

第一回無担保転換社債 平成7 年3 月 15 日

銘 柄

種　　　　　類 会社が発行する株式の総数 摘　　　　　　要

普　   通　   株　   式 80,000,000    株

計 80,000,000    株 -

中間会計期間末現在 提 出 日 現 在

（平 成 12年 9 月 30日 現 在 ）（平 成 12年 12月 22日 現 在 ）

東 京 証 券 取 引 所 （注）１、２

名 古 屋 証 券 取 引 所

各 市 場 第 一 部

計 - 40,163,121株   40,165,273株   - -

発

行

済

株

式

記名・無記名の別及び
額 面 ・無 額 面 の 別

種 類

発 行 数
上場証券取引所名又は
登 録 証 券 業 協 会 名

摘 要

記 名 式 額 面 株 式
（券 面 額 ５０円 ）

普 通 株 式 40,163,121株   40,165,273株   
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（３） 大株主の状況 （平成１２年９月３０日現在）

氏 名 又 は 名 称 住 所 所  有  株  式  数
発行済株式総数に対する所

有株式数の割合

株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行 東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内 二 丁 目 ７ 番 １ 号 1,674 千株 4.17 ％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 東 京 都 千 代 田 区 有 楽 町 一 丁 目 ２ 番 ２ 号 1,664 4.14

三 菱 信 託 銀 行 株 式 会 社 信 託 口 東 京 都 千 代 田 区 永 田 町 二 丁 目 １ １ 番 １ 号 1,574 3.92

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 信 託 口 大 阪 府 大阪 市中 央区 北浜 四丁 目５ 番３ ３号 1,483 3.69

第 一 勧 業富 士信 託銀 行株 式会 社年 金信 託口 東 京 都 中 央 区 八 重 洲 一 丁 目 ２ 番 １ 号 1,280 3.18

第 一 勧 業 富 士 信 託 銀 行 株 式 会 社 信 託 A 口 東 京 都 中 央 区 八 重 洲 一 丁 目 ２ 番 １ 号 1,064 2.65

明 治 生 命 保 険 相 互 会 社 東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内 二 丁 目 １ 番 １ 号 1,020 2.54

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 東 京 都 中 央 区 築 地 七 丁 目 １ ８ 番 ２ ４ 号 933 2.32

三 菱 信 託 銀 行 株 式 会 社 東 京 都 千 代 田 区 永 田 町 二 丁 目 １ １ 番 １ 号 896 2.23

ステート スト リー トバ ンク アン ドト ラス トカ ンパ ニー

（常任代理人株式会社富士銀行兜町カストディ 業務 室）
東 京 都 中 央 区 日 本 橋 兜 町 ６ 番 ７ 号 887 2.20

計 - 12,480 31.07

（４） 議決権の状況 （平成１２年９月３０日現在）

（注） １．自己株式等のうち３５９,１００株は、ストックオプション制度に係るものであります。

２．議決権のある株式数のその他には、証券保管振替機構名義の株式３,１００株が含まれております。

３．単位未満株式数には、当社所有の自己株式８６株が含まれております。

２．株価の推移

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

所     有     株     式     数 発行済株式総数に対する

氏 名 又 は 名 称 住 所 自 己 名 義 他 人 名 義 計 所 有 株 式 数 の 割 合

株 株 株 ％

株式会社メイテック 359,200  -  359,200  0.89          

計 - 359,200  -  359,200  0.89          -

自

己

株

式

等

摘 要

名古屋市西区康生通
二 丁 目 ２０番 地 １

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等

月      別 平成12年4月 平成12年5月 平成12年6月 平成12年7月 平成12年8月 平成12年9月

最      高 3,470     4,100     4,450     4,440     5,330     5,100     

最      低 2,710     3,210     3,850     3,910     4,030     4,540     

当該中間会計期間におけ
る月 別 最 高・最 低株 価

円

円

発 議  決  権  の  あ  る  株  式  数

行 自 己 株 式 等 そ の 他

済 株 株 株 株

株 － 359,200          39,743,000          60,921          （注）1、2、3

式

議決権のない株式数 単 位 未 満 株 式 数 摘 要
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３．役員の状況

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

役職の異動

新 役 職 名 及 び 役 職 名 旧 役 職 名 及 び 職 名 氏 名 異 動 年 月 日

常 務 取 締 役 常 務 取 締 役

（事業支援部門管掌、技術
情報部、教育センター、Ｅ
Ｏ推進センター、人材開発
センター、テクノセンター
担当、教育センター長兼人
材開発センター長）

（事業支援部門管掌、技術
情報部、教育センター、Ｅ
Ｏセンター、人材開発セン
ター、テクノセンター担
当）

取 締 役 取 締 役

（ＥＣサポート部、ＩＳＯ
推進室担当、ＥＣサポート
部長兼ＩＳＯ推進室長）

（ＥＣサポート部担当、Ｅ
Ｃサポート部長）

高 橋 徹 平 成 12 年 11 月 1 日

寺 尾 豊 喜 平 成 12 年 11 月 1 日
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第 ５   経 理 の 状 況

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

（１） 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成１１年大蔵

省令第２４号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

（２） 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２年大蔵省令第

３８号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成１１年４月１日から平成１１年９月３０日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。

（３） 当中間連結会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）は、中間連結財務諸表規則が新た

に制定され、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益

及び剰余金結合計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は

行っておりません。

２．監査証明について

当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９

月３０日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成１１年４月１日から平成１１年９月３０日まで）及

び当中間会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）の中間財務諸表について、監査法人

トーマツにより中間監査を受けております。

　その中間監査報告書は中間連結財務諸表及び中間財務諸表のそれぞれの直前に掲げております。
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中　間　監  査  報  告  書

平成１２年１２月２１日

株式会社メイテック

代表取締役社長 西 本 甲 介 殿

監 査 法 人       ト    ー    マ    ツ

代 表 社 員
関 与 社 員

公 認 会 計 士

代 表 社 員
関 与 社 員

公 認 会 計 士

関 与 社 員 公 認 会 計 士

手続を実施した。

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

（注）

こととなるため、これらの会計基準により中間連結財務諸表を作成している。

以　上

情報の注記に記載のとおり、退職給付に係る会計基準及び金融商品に係る会計基準が適用される

中間監査を行った。この中間監査に当たり当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

加 藤 明 司

市 川 武 雄

蛯 原 新 治

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人

は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当

られている株式会社メイテックの平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益及び剰余金結合計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

会社は、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及び追加

と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して

適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関する規則」（平成１１年大蔵省令第２４号）の定めるところに準拠しているものと認められた。よって、

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が株式会社メイテック及び連結子会社の平成１２年９月３０日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日

連結子会社については、中間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査



１．中間連結財務諸表等

(１) 中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

（単位：千円）

期 別 当中間連結会計期間末 前連結会計年度の要約連結貸借対照表

（平成12年9月30日現在） （平成12年3月31日現在）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％

Ⅰ．

１． 現 金 及 び 預 金 19,381,191 15,897,883 

２． 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 (注4) 11,269,545 10,619,829 

３． 有 価 証 券 - 1,089,226 

４． た な 卸 資 産 309,280 182,281 

５． そ の 他 2,160,160 1,473,440 

６． 貸 倒 引 当 金 △ 37,561 △ 44,502 

33,082,615 50.9 29,218,158 48.8 

Ⅱ．

 (１) (注1)

１． 建 物 及 び 構 築 物 (注2) 14,593,252 14,996,232 

２． 工 具 器 具 備 品 3,816,678 3,920,421 

３． 土 地 (注2、3) 5,550,989 5,550,989 

４． そ の 他 45,466 49,027 

24,006,387 (36.9) 24,516,671 (41.0)

 (２) 368,123 (0.5) 329,179 (0.6)

 (３)

１． 投 資 有 価 証 券 (注2) 2,574,065 1,529,955 

２． 再評 価に 係る 繰延 税金 資産 (注3) 1,628,516 1,628,516 

３． そ の 他 3,424,206 2,626,932 

４． 貸 倒 引 当 金 △ 26,657 △ 28,877 

7,600,131 (11.7) 5,756,527 (9.6)

31,974,643 49.1 30,602,378 51.2 

65,057,258 100.0 59,820,537 100.0 

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

科 目

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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（単位：千円）

期 別 当中間連結会計期間末 前連結会計年度の要約連結貸借対照表

（平成12年9月30日現在） （平成12年3月31日現在）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

Ⅰ．

１． 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 45,768 57,834 

２． 短 期 借 入 金 (注2) 1,547,200 2,034,600 

３． 未 払 費 用 6,258,976 5,579,356 

４． 未 払 法 人 税 等 3,124,172 890,064 

５． 未 払 消 費 税 等 777,965 597,864 

６． そ の 他 854,425 544,918 

12,608,508 19.4 9,704,638 16.2 

Ⅱ．

１． 転 換 社 債 36,000 42,000 

２． 長 期 借 入 金 89,200 132,800 

３． 退 職 給 付 引 当 金 3,463,509 - 

４． 退 職 給 与 引 当 金 - 2,313,563 

５． 役 員 退 職 引 当 金 133,967 138,577 

６． 訴 訟 引 当 金 141,932 141,932 

７． そ の 他 379,774 407,305 

4,244,383 6.5 3,176,178 5.3 

16,852,892 25.9 12,880,816 21.5 

（ 少 数 株 主 持 分 ）

- - - - 

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ． 16,808,886 25.8 16,805,887 28.1 

Ⅱ． 16,643,761 25.6 16,640,762 27.8 

Ⅲ． (注3) △ 2,248,904 △ 3.5 △ 2,248,904 △ 3.7 

Ⅳ． 18,480,626 28.4 16,557,320 27.7 

Ⅴ． △ 88,417 △ 0.1 - -  

49,595,952 76.2 47,755,067 79.9 

Ⅵ． △ 1,391,586 △ 2.1 △ 815,346 △ 1.4 

48,204,366 74.1 46,939,720 78.5 

65,057,258 100.0 59,820,537 100.0 

資 本 金

少 数 株 主 持 分

科 目

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 準 備 金

再 評 価 差 額 金

連 結 剰 余 金

自 己 株 式

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 合 計

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計
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② 中間連結損益及び剰余金結合計算書

（単位：千円）

期 別 当中間連結会計期間 前連結会計年度の要約連結損益及び剰余金結合計算書

自  平成12年4月  1日 自  平成11年4月  1日

至  平成12年9月30日 至  平成12年3月31日

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

％ ％

Ⅰ． 31,246,477 100.0 57,734,203 100.0 

Ⅱ． 21,705,964 69.5 40,880,751 70.8 

9,540,512 30.5 16,853,451 29.2 

Ⅲ． (注1) 4,188,341 13.4 8,610,976 14.9 

5,352,170 17.1 8,242,475 14.3 

Ⅳ．

１． 受 取 利 息 8,293 21,165 

２． 受 取 配 当 金 10,340 19,026 

３． 有 価 証 券 売 却 益 - 246,930 

４． 信 託 収 益 分 配 金 4,835 80,041 

５． 生 命 保 険 配 当 金 5,121 - 

６． 賃 貸 収 入 11,002 20,141 

７． 雑 益 5,242 44,836 0.1 14,007 401,314 0.6 

Ⅴ．

１． 支 払 利 息 12,223 66,090 

２． 有 価 証 券 売 却 損 - 46,542 

３． 有 価 証 券 評 価 損 - 107,487 

４． 雑 損 717 12,941 0.0 27,649 247,770 0.4 

5,384,065 17.2 8,396,020 14.5 

Ⅵ．

１． 固 定 資 産 売 却 益 (注２) 6,747 530 

２． 投 資 有 価 証 券 売 却 益 171,952 - 

３． 和 解 金 - 44,110 

４． 海 外 事 業 整 理 差 額 - 21,992 

５． そ の 他 3,397 182,097 0.6 - 66,632 0.1 

Ⅶ．

１． 固 定 資 産 売 却 損 (注３) 30,889 176,963 

２． 固 定 資 産 除 却 損 (注４) 14,920 341,083 

３． 投 資 有 価 証 券 売 却 損 14,662 1,063 

４． 投 資 有 価 証 券 評 価 損 - 140,267 

５． 自 己 株 式 評 価 損 - 48,275 

６． 会 員 権 評 価 損 104,440 414,186 

７．
退 職 給 付 会 計 基 準
変 更 時 差 異 処 理 額

981,114 - 

８． 訴 訟 引 当 金 繰 入 額 - 1,146,026 3.7 141,932 1,263,772 2.1 

4,420,136 14.1 7,198,879 12.5 

3,161,508 3,420,764 

△ 1,242,303 1,919,205 6.1 △ 238,417 3,182,347 5.5 

2,500,931 8.0 4,016,532 7.0 

Ⅷ．

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 16,557,320 12,014,580 

過 年 度 税 効 果 調 整 額 - 16,557,320 1,387,283 13,401,864 

Ⅸ．

連 結 範 囲 の 変 更 に 伴 う
連 結 剰 余 金 増 加 高

- - 120,481 120,481 

Ⅹ．

配 当 金 519,125 918,807 

役 員 賞 与 58,500 577,625 62,750 981,557 

XI． 18,480,626 16,557,320 

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間(当期)純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

連 結 剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

連結剰余金中間期末(期末)残高

科 目

（ （） ）
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③ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

期 別 当中間連結会計期間

自　平成12年4月  1日 自　平成11年4月  1日

至　平成12年9月30日 至　平成12年3月31日

Ⅰ．

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利益

減 価 償 却 費

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

有 価 証 券 評 価 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

自 己 株 式 評 価 損

会 員 権 評 価 損

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 額

役 員 退 職 引 当 金 の 増 減 額

海外事業整 理損 失引 当金 の増 減額

訴 訟 引 当 金 の 増 減 額

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

信 託 収 益 分 配 金

生 命 保 険 配 当 金

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損 益

投 資 有 価 証 券 売 却 損 益

固 定 資 産 売 却 損 益

固 定 資 産 除 却 損

雑 損 益

和 解 金

売 上 債 権 の 増 減 額

た な 卸 資 産 の 増 減 額

そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額

仕 入 債 務 の 増 減 額

未 払 消 費 税 等 の 増 減 額

未 払 費 用 の 増 減 額

そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額

役 員 賞 与 の 支 払 額

そ の 他

小 計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

信 託 収 益 分 配 金 の 受 取 額

和 解 に よ る 収 入

利 息 の 支 払 額

法 人 税 等 の 支 払 額

Ⅱ．

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よる 支出

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よる 収入

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よる 支出

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よる 支出

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よる 収入

少 数 株 主 か ら の 子 会 社 株 式 の取 得に よる 支出

投 資 そ の 他 の 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

投 資 そ の 他 の 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

Ⅲ．

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額

長 期 借 入 に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入

長 期 未 払 金 の 返 済 に よ る 支 出

親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額

Ⅳ．

Ⅴ．

Ⅵ．

Ⅶ．

Ⅷ．

1,149,946 -

△ 27,391

△ 40,192

329,360

7,605

△ 71,838

141,932

140,267

48,275

414,186

7,198,879

1,301,971

21,864

107,487

66,090

4,420,136

652,651

-

-

-

-

-

12,223

-

△ 157,289

24,141

14,920

-

-

△ 647,498

△ 126,999

△ 9,179

△ 927,400

14,000

△ 11,731

△ 12,065

△ 100

285,340

679,631

180,101

△ 99,974

6,466,985

17,931

△ 7,229,500

4,835

99,134

△ 28,590

2,129,500

26,398

△ 44,110

△ 402,212

58,500

30,110

△ 51,353

26,444

△ 200,388

1,063

176,433

326,488

△ 172,110

50,095

80,041

-

9,311,154

△ 1,844,456

△ 56,343

△ 5,424,863

3,990,194

△ 7,388,000

8,420,060

△ 803,000

△ 416,877

92,766

△ 5,538,511

200,000

72,000

△ 3

△ 621,759

53,548

△ 518,608

-

△ 1,645,353

-

13,892,383

-

12,275,691

△ 64,315

△ 852

2,000

△ 217,558

△ 560,561

152,105

718,819

△ 2

△ 507,885

39,579

△ 246,535

△ 2,613,136

260,000

△ 916,063

△ 440

△ 4,007,426

△ 3,554

13,128,413

65,935

13,892,383

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ

営業活動によるキ ャッ シュ ・フ ロー

投資活動によるキ ャッ シュ ・フ ロー

795,539

-

△ 46,356

△ 753,506

99,974

5,567,172

科 目

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ

2,702,993

△ 526,097

43,50310,577

△ 120,653

連 結 範 囲 の 変 更 に よ る 現 金 及 び

現 金 同 等 物 期 首 残 高 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の

中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

△ 22,942△ 27,531

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

△ 1,616,691 698,034

財務活動によるキ ャッ シュ ・フ ロー

現金及び現金同等 物に 係る 換算 差額

前 連 結 会 計 年 度 の

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

-

-

△ 4,609

-

△ 5,121

△ 58,500 △ 63,000

金 額 金 額

△ 4,835 △ 80,041

△ 9,160

△ 18,634

104,440

（ （） ）
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

自  平成１２年４月  １日 自  平成１１年４月  １日

至  平成１２年９月３０日 至  平成１２年３月３１日

１． 連 結 の 範 囲 に 関 す る 事 項 連結子会社（３社） 連結子会社 （４社）

株式会社ジャパンアウトソーシング 株式会社ジャパンアウトソーシング

株式会社ジャパンキャスト 株式会社ジャパンキャスト

株式会社メイサービス 株式会社メイサービス

MEITEC AMERICA INCORPORATED

株式会社ジャパンキャストは、平成１２年

２月３日付にて新規設立をいたしました。

株式会社メイサービスは、今後の連結経営

重視の 観点 から 、当 連結 会計 年度 より

連結の範囲に含めることといたしました。

MEITEC AMERICA INCORPORATED は 、

平成１１年８月３１日付にて清算結了を

いたしました。

２． 連結子会社の（中間）決算日等に ―

関する事項

あります。

３． 会 計 処 理 基 準 に 関 す る 事 項

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法 (１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産 ① たな卸資産

個別法による原価法 同左

② 有価証券 ② 有価証券

その他有価証券 取引所の相場のある有価証券

時価のあるもの 移動平均法による低価法

中間決算日の市場価格等に基づく時価法 取引所の相場のない有価証券

（評価差額は全部資本直入法により処理 移動平均法による原価法

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 (２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 ① 有形固定資産

定率法 法人税法の規定による定率法

ただし、一部の建物については定額法 ただし、一部の建物については定額法

② 無形固定資産 ② 無形固定資産

定額法 法人税法の規定による定額法

た だ し 、 自 社 利 用 ソ フ ト ウ ェ ア に

ついて は、 社内 にお ける 利用 可能 期間

（５年）に基づく定額法

③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用

定額法 法人税法の規定による定額法

(３) 重要な引当金の計上基準 (３) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金

一般債権については、貸倒実績率により、 連結会社間の債権、債務を消去した後の

貸倒懸 念債 権等 特定 の債 権に つい ては 債権を基礎として、法人税法の規定（法定

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込 繰入率 ）に よる 繰入 限度 相当 額に 個別

額を計上しております。 判 定 に よ る 貸 倒 見 積 高 を 積 増 し て

引当てております。

② 退職給付引当金 ② 退職給与引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結 従業員の退職金の支払に備えるため、自己

会計年 度末 にお ける 退職 給付 債務 及び 都合期末要支給額の１００％を計上して

年金資産の見込額に基づき、当中間連結 おります。

会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異(1,962,228千円)

については、適用初年度である当期に一括

処理する方法を採用し、当中間期において

は会計基準変更時差異の６／１２(981,114

千円)を特別損失に計上しております。

③ 役員退職引当金 ③ 役員退職引当金

役員退 職慰 労金 の支 払に 備え るた め、 役員退 職慰 労金 の支 払に 備え るた め、

取締役 及び 監査 役の 退職 慰労 金支 給に 取締役 及び 監査 役の 退職 慰労 金支 給に

関する 内規 に基 づく 中間 期末 要支 給額 関 す る 内 規 に 基 づ く 期 末 要 支 給 額 の

を計上しております。 １００％を計上しております。

連 結 子 会 社 の う ち 、 MEITEC AMERICA

INCORPORATEDの決算日は１２月３１日で

（ ） ）（
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当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

自  平成１２年４月  １日 自  平成１１年４月  １日

至  平成１２年９月３０日 至  平成１２年３月３１日

④ 訴訟引当金 ④ 訴訟引当金

係争中の訴訟による支出に備えるため、 同左

判決の内容から見積った金額を計上して

おります。

(４) 重要なリース取引の処理方法 (４) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると 同左

認めら れる もの 以外 のフ ァイ ナン ス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る 方法 に準 じた 会計 処理 によ って

おります。

(５) (５)

なる重要な事項 重要な事項

① 厚生年金基金制度

― 平成４年７月２４日より適格退職年金制度

に代えて退職金の一部につき、厚生年金

基金制度を採用しております。なお、連結

子会社 につ いて は、 同制 度は 採用 して

おりません。

① 消費税等の会計処理 ② 消費税等の会計処理

税抜方式 同左

４． 中間連結キャッシュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲

なっております。 おります。

その他連結財務諸表作成のための基本となる

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

中間連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

その他中間連結財務諸表作成のための基本と

以内に償還期限の到来する短期投資から

引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなって

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

） ）（ （
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追加情報

当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

自  平成１２年４月  １日 自  平成１１年４月  １日

至  平成１２年９月３０日 至  平成１２年３月３１日

（自社利用ソフトウェア）

― 自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費及びソフト

ウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第１２号 平成１１年３月３１日）の経過

措置の適用により、従来の会計処理方法を継続しております。

ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示について

は、当連結会計年度より 投資 その 他の 資産 のそ の他 から

無形固定資産に変更しております。

な お 、 当 連 結 会 計 年 度 の ソ フ ト ウ ェ ア は 119,595 千 円 で

あります。

また、減価償却方法は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

（税効果会計）

― 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度から税効果

会計を適用して連結財務諸表を作成しております。これに

伴い、従来の税効果会計を適用しない場合と比較し、繰延

税 金 資 産 1,625,701 千 円 （ 流 動 資 産 717,963 千 円 、 投 資

その他の資産907,738千円）が新たに計上されるとともに、

当 期 純 利 益 は 238,417 千 円 、 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 は

1,625,701千円それぞれ多く計上されております。

（退職給付会計）

当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付 ―

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成

１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の

方法によった場合と比較して、退職給付費用が売上原価と

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 に お い て は 22,382 千 円 減 少 し 、

特 別 損 失 に お い て は 981,114 千 円 増 加 し 、 総 額 958,731

千円増加しております。これに伴い、経常利益は22,382千円

増 加 し 、 税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 は 958,731 千 円

減少しております。

ま た 、 退 職 給 与 引 当 金 及 び 企 業 年 金 制 度 の 過 去 勤 務

債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示して

おります。

（金融商品会計）

当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品 ―

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成

１１年１月２２日））を適用しております。この結果、従来の

方法によった場合と比較して経常利益は98,887千円、税金等

調整前中間純利益は211,162千円増加しております。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、売買

目的有価証券、満期保有目的の債券及びその他有価証券に

含まれている債券のうち１年内に満期の到来するものは流動

資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示

しております。その結果、流動資産の有価証券は1,066,766千円

減少し、投資有価証券は1,066,766千円増加しております。

（外貨建取引等会計基準）

当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準 ―

（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業

会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。

この変更による損益への影響額はありません。

（ （） ）
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

（単位：千円）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成12年9月30日現在） （平成12年3月31日現在）

注1. 控除されている有形固定資産の減価償却累計額 注1. 控除されている有形固定資産の減価償却累計額

9,964,267　 9,390,968　

注2. 担　　　保　　　資　　　産 注2. 担　　　保　　　資　　　産

担保に供している資産 担保に供している資産

364,901　 379,152　

488,767　 488,767　

745,958　 808,852　

1,599,627　 1,676,771　

500,000　 420,000　

500,000　 420,000　

注3. 土地再評価 注3. 土地再評価

「土地再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律 「土地再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律

第３４号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する 第３４号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する

法律」（平成１１年３月３１日改正）に基づき事業用の土地の 法律」（平成１１年３月３１日改正）に基づき事業用の土地の

再評価を行っております。なお、当該評価差額に係る税金 再評価を行っております。なお、当該評価差額に係る税金

相当額を再評価に係る繰延税金資産として資産の部に計上し、 相当額を再評価に係る繰延税金資産として資産の部に計上し、

これを控除した金額を再評価差額金として資本の部に計上 これを控除した金額を再評価差額金として資本の部に計上

しております。 しております。これに伴い従来の方法に比べ、資産の部及び

資本の部は各々2,248,904千円減少しております。

再評価を行った年月日 再評価を行った年月日

平成12年3月31日 平成12年3月31日

再評価の方法 再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布

政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年 政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年

法律第６９号）第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の 法律第６９号）第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の

基礎となる土地の価額を算出するために国税庁長官が定めて 基礎となる土地の価額を算出するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等 公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等

合理的な調整を行って算出しております。 合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った土地の当中間期末における時価と再評価後の 当該事業用土地の再評価前の帳簿価額

帳簿価格との差額 8,787,258　　　

△406,550　　　 当該事業用土地の再評価後の帳簿価額

4,909,837　　　

注4. 期末日満期手形 注4.

期 末 日 満 期 手 形 の 会 計 処 理 に つ い て は 、 手 形 交 換 日 を -

もって決済処理しております。

な お 、 当 中 間 連 結 会 計 期 間 の 末 日 は 金 融 機 関 の

休 日 で あ っ た た め 、 次 の 中 間 期 末 日 満 期 手 形 が

中間期末残高に含まれております。

受取手形

631,000　 

（中間連結損益計算書関係）

（単位：千円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

自  平成１２年４月  １日 自  平成１１年４月  １日

至  平成１２年９月３０日 至  平成１２年３月３１日

注1. 販売費及び一般管理費 注1. 販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 主要な費目及び金額は次のとおりであります。

1,491,934　 2,970,395　 

2,999　 29,690　 

43,385　 -    

-    28,496　 

634,352　 1,272,360　 

-    6,396　 

注2. 固定資産売却益 注2. 固定資産売却益

6,747　 530　 

注3. 固定資産売却損 注3. 固定資産売却損

30,889　 93,720　 

22,162　 

21,159　 

3,682　 

36,238　 

建 物 及 び 構 築 物

土 地

投 資 有 価 証 券

計

建 物 及 び 構 築 物

土 地

投 資 有 価 証 券

計

上 記 に 対 応 す る 債 務

短 期 借 入 金

計

上 記 に 対 応 す る 債 務

短 期 借 入 金

計

報 酬 、給 与 及 び 賞 与

役 員 退 職 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額

減 価 償 却 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

報 酬 、給 与 及 び 賞 与

役 員 退 職 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額

減 価 償 却 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

（ （） ）

工 具 器 具 備 品そ の 他 （ 会 員 権 ）

そ の 他 （ 会 員 権 ） 建 物 及 び 構 築 物

そ の 他 （車 両 運 搬 具 ）

工 具 器 具 備 品

土 地

そ の 他 （ 会 員 権 ）
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注4. 固定資産除却損 注4. 固定資産除却損

1,891　 244,097　 

13,029　 79,409　 

14,575　 

91　 

558　 

2,350　 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（単位：千円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

自  平成１２年４月  １日 自  平成１１年４月  １日

至  平成１２年９月３０日 至  平成１２年３月３１日

注1. 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 中 間 期 末 注1. 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末

残 高 と 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 に 残 高 と 連 結 貸 借 対 照 表 に 掲 記

掲 記 さ れ い て い る 科 目 の 金 額 と の されている科目の金額との関係

関係

（平成１２年９月３０日現在） （平成１２年３月３１日現在）

19,381,191　 15,897,883　 

△7,105,500　 △2,005,500　 

12,275,691　 13,892,383　 

（リース取引関係）

（単位：千円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

自  平成１２年４月  １日 自  平成１１年４月  １日

至  平成１２年９月３０日 至  平成１２年３月３１日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 ファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

中間連結会計期間末残高相当額 連結会計年度末残高相当額

取得価額相当額は、未経過リース料中間連結会計期間末 取 得 価 額 相 当 額 は 、 未 経 過 リ ー ス 料 連 結 会 計 年 度 末

残高が有形固定資産の中間連結会計期間末残高等に占める 残 高 が 有 形 固 定 資 産 の 連 結 会 計 年 度 末 残 高 等 に 占 め る

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額 未経過リース料連結会計年度末残高相当額

46,459　 67,430　 

27,413　 37,824　 

73,872　 105,255　 

未 経 過 リ ー ス 料 中 間 連 結 会 計 期 間 末 残 高 相 当 額 は 、 未 経 過 リ ー ス 料 連 結 会 計 年 度 末 残 高 相 当 額 は 、

未経過リース料中間連結会計期間末残高が有形固定資産の 未 経 過 リ ー ス 料 連 結 会 計 年 度 末 残 高 が 有 形 固 定 資 産 の

中 間 連 結 会 計 期 間 末 残 高 等 に 占 め る 割 合 が 低 い た め 、 連 結 会 計 年 度 末 残 高 等 に 占 め る 割 合 が 低 い た め 、

支払利子込み法により算定しております。 支払利子込み法により算定しております。

支払リース料及び減価償却費相当額 支払リース料及び減価償却費相当額

34,620　 73,190　 

34,620　 73,190　 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に 同左

よっております。

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

1,104　 1,104　 

2,484　 3,036　 

3,588　 4,140　 

現 金 及 び 預 金 勘 定
預入期間が３ヶ月を超える定期預金

現 金 及 び 現 金 同 等 物

現 金 及 び 預 金 勘 定
預入期間が３ヶ月を超える定期預金

現 金 及 び 現 金 同 等 物

（ （） ）

（ （） ）

１ 年 内

１ 年 超

合 計

１ 年 内

１ 年 超

合 計

１ 年 内

１ 年 超

合 計

１ 年 内

１ 年 超

合 計

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

工 具 器 具
備 品

そ の 他
(車 両 運 搬 具) 合 計

取 得 価 額
相 当 額

323,940 12,924 336,864

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

258,324 4,667 262,991

中 間 連 結
会計期間末
残高相当額

65,615 8,257 73,872

工 具 器 具
備 品

そ の 他
(車 両 運 搬 具) 合 計

取 得 価 額
相 当 額

328,566 28,317 356,884

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

235,004 16,623 251,628

連 結 会 計
年 度 末
残高相当額

93,561 11,693 105,255

建 物 及 び 構 築 物

工 具 器 具 備 品

建 物 及 び 構 築 物

工 具 器 具 備 品

除 却 費 用
無 形 固 定 資 産 （電 話 加 入 権 ）

無 形 固 定 資 産 （ソフトウェア）

そ の 他 （長 期 前 払 費 用 ）
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（有価証券関係）

　前中間会計期間に係る「有価証券の時価等」については、中間財務諸表における注記事項として記載しております。

当中間連結会計期間　（平成１２年９月３０日現在）

有価証券

１.満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：千円）

２.その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

国 債 ・ 地 方 債 等

社 債

そ の 他

３.時価評価されていない有価証券（満期保有目的の債券で時価のあるものを除く）

（単位：千円）

非上場株式（店頭売買株式を除く）

前連結会計年度　（平成１２年３月３１日現在）

有価証券の時価等

（単位：千円）

流動資産に属するもの

固定資産に属するもの

（注）１． 時価等の算定方法

① 主に東京証券取引所の最終価格によっております。

２． 開示の対象から除いた主な有価証券の連結貸借対照表計上額

固定資産に属するもの

非上場株式 １２９,０１１千円

（デリバティブ取引関係）

　前中間会計期間に係る「デリバティブ取引」については、中間財務諸表における注記事項として記載しております。

至平成１２年３月３１日）

当社グループはデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額

そ の 他 500,000  477,913  △ 22,086  

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

債 券 -  -  -  

－　

－　

－　

－　

株 式 589,226  794,812  205,586  

種 類 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

摘 要

評 価 損 益

1,463,549　 1,402,863　 Δ60,686　

162,391　

－　 －　 －　

取 得 原 価 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 差 額

Δ152,444　

－　 －　 －　

－　 －　 －　

1,100,569　 1,008,811　 Δ91,758　

国 債 ・ 地 方 債 等

社 債

そ の 他

計

株 式

債 券

そ の 他

計 2,564,119　 2,411,674　

満 期 保 有 目 的 の 債 券

そ の 他 有 価 証 券

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

－　

小 計 1,089,226  1,272,726  183,500  

株 式 1,400,944  1,456,300  55,355  

債 券 -  -  -  

そ の 他 -  -  -  

小 計 1,400,944  1,456,300  55,355  

計 2,490,170  2,729,026  238,856  

当中間連結会計期間（自平成１２年４月１日 至平成１２年９月３０日）及び前連結会計年度（自平成１１年４月１日

上 場 有 価 証 券

②
非上場の証券投資信託の
受 益 証 券

基準価格によっております。
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（セグメント情報）

１.事業の種類別セグメント情報

　前連結会計年度（自平成１１年 ４月１日 至平成１２年３月３１日）

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　当中間連結会計期間（自平成１２年４月１日 至平成１２年９月３０日）

ので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

２.所在地別セグメント情報

　前連結会計年度（自平成１１年 ４月１日 至平成１２年３月３１日）

占める本邦の売上高の金額の割合が１００分の９０を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　当中間連結会計期間（自平成１２年４月１日 至平成１２年９月３０日）

記載を省略しております。

３.海外売上高

　前連結会計年度（自平成１１年 ４月１日 至平成１２年３月３１日）

１００分の１０未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　当中間連結会計期間（自平成１２年４月１日 至平成１２年９月３０日）

　海外売上高が連結売上高の１００分の１０未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

（１株当たり情報）

（単位：円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

自  平成１２年４月  １日 自  平成１１年４月  １日

至  平成１２年９月３０日 至  平成１２年３月３１日

1,211.04               1,175.47               

62.71               100.55               

62.68               100.44               

（重要な後発事象）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

自  平成１２年４月  １日 自  平成１１年４月  １日

至  平成１２年９月３０日 至  平成１２年３月３１日

- -

及 び 営 業 利 益 の 合 計 額 に 占 め る 特 定 技 術 提 供 業 務 の 売 上 高 及 び 営 業 利 益 の 金 額 の 割 合 が い ず れ も １ ０ ０ 分 の ９ ０ を

当社企業グループは、サービス提供内容、サービス提供形態等の類似性から判断して、専らアウトソーシング事業を行っております

平 成 １ １ 年 ８ 月 ３ １ 日 付 の MEITEC AMERICA INCORPORATED の 清 算 決 了 に 伴 い 、 全 セ グ メ ン ト の 売 上 高 の 合 計 額 に

平 成 １ １ 年 ８ 月 ３ １ 日 付 の MEITEC AMERICA INCORPORATED の 清 算 決 了 に 伴 い 、 全 セ グ メ ン ト の 売 上 高 の 合 計 額

全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の売上高の金額の割合が１００分の９０を超えているため、所在地別セグメント情報の

平 成 １ １ 年 ８ 月 ３ １ 日 付 の MEITEC AMERICA INCORPORATED の 清 算 決 了 に 伴 い 、 海 外 売 上 高 が 連 結 売 上 高 の

１ 株 当 た り 純 資 産 額 １ 株 当 た り 純 資 産 額

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
1 株 当 た り 当 期 純 利 益

１ 株 当 た り 中 間 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
1 株 当 た り 中 間 純 利 益

（ （） ）

（ （） ）
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 （２）その他

訴訟

①

報酬との差額285百万円余の支払を求める訴えを受けておりました。

あるとして、当社の勝訴が確定いたしております。

し、当社に対し49百万円余の支払を命ずる判決が下されましたが、当社はこれを不服として名古屋高等裁判所に控訴いたしました。

②

は平成１１年１２月８日にこれを棄却する判決を下しました。関口房朗氏はこれを不服として最高裁判所に上告いたしました。

③

訴えを受けております。

高等裁判所は平成１０年７月８日にこれを却下しました。関口房朗氏は更に最高裁判所に上告を申し立てましたが、最高裁判所は平成１０年

１１月２４日にこの上告を棄却する決定を下しました。これにより、取締役会決議の無効を確認する部分については、取締役会決議は有効で

また、報酬差額の支払を求める部分については、平成１２年３月２９日に名古屋地方裁判所において、原告の関口房朗氏の請求を一部認容

当社は、平成８年１０月３１日付で名古屋地方裁判所において、当社元取締役関口房朗氏から、同氏の代表取締役解任決議のあった平成

８年７月３１日の取締役会決議の無効を確認する訴え並びにこの取締役会決議により就任した非常勤取締役の報酬と従前の代表取締役の

このうち、取締役会決議の無効を確認する部分については、平成９年６月１８日に名古屋地方裁判所において、取締役会決議は有効である

として、原告の関口房朗氏の請求を棄却する判決が下されました。関口房朗氏はこれを不服として名古屋高等裁判所に控訴しましたが、同

当社は、平成１１年１０月２６日付で名古屋地方裁判所において、当社元取締役関口房朗氏から、退職慰労金292百万円余の支払を求める

当社は、平成９年９月２３日付で名古屋地方裁判所において、株主関口房朗氏から、平成９年６月２７日開催の当社第２４回定時株主総会に

おける決議を取り消すこと、また予備的に、同株主総会決議の不存在を確認することを求める訴えを受けておりましたが、本件については、

平成１１年４月２３日に名古屋地方裁判所において、当社第２４回定時株主総会における決議は有効であるとして、原告の関口房朗氏の請求

を棄却する判決が下されました。関口房朗氏はこれを不服として平成１１年４月２９日付で名古屋高等裁判所に控訴しましたが、同高等裁判所
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中　間　監  査  報  告  書

平成１１年１２月２１日

株式会社メイテック

代表取締役社長 西 本 甲 介 殿

監 査 法 人       ト    ー    マ    ツ

代 表 社 員
関 与 社 員

公 認 会 計 士

代 表 社 員
関 与 社 員

公 認 会 計 士

関 与 社 員 公 認 会 計 士

に定める中間財務諸表の監査手続のうち必要と認めた中間監査手続を実施した。

日から平成１１年９月３０日まで）に関する有用な会計情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

東京都港区芝浦四丁目１３番２３号  ＭＳ芝浦ビル

名古屋市中村区名駅三丁目１３番５号

名古屋ダイヤビルディング３号館

に掲げられている株式会社メイテックの平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日までの第２７期

事業年度の中間会計期間（平成１１年４月１日から平成１１年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間監査に当たり

中間監査の結果、当監査法人は、上記の中間財務諸表が一般に公正妥当と認められる中間財務諸

当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、「中間財務諸表監査基準」

加 藤 明 司

市 川 武 雄

蛯 原 新 治

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、｢ 経理の状況｣

表の作成基準に準拠して株式会社メイテックの第２７期事業年度の中間会計期間（平成１１年４月１

主 た る 事 務 所

関 与 社 員 が

執務した事務所



中　間　監  査  報  告  書

平成１２年１２月２１日

株式会社メイテック

代表取締役社長 西 本 甲 介 殿

監 査 法 人       ト    ー    マ    ツ

代 表 社 員
関 与 社 員

公 認 会 計 士

代 表 社 員
関 与 社 員

公 認 会 計 士

関 与 社 員 公 認 会 計 士

通常実施すべき監査手続の一部を省略した。

情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

（注）

これらの会計基準により中間財務諸表を作成している。

以　上

会社は、当中間会計期間より中間財務諸表作成の基本となる重要な事項及び追加情報の注記に記載の

とおり、退職給付に係る会計基準及び金融商品に係る会計基準が適用されることとなるため、

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と

公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。

すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る

中間会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）の経営成績の状況に関する有用な

の中間財務諸表が株式会社メイテックの平成１２年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する

認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されて

おり、また、中間財務諸表の表示方法は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

５２年大蔵省令第３８号）の定めるところに準拠しているものと認められた。よって、当監査法人は、上記

られている株式会社メイテックの平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日までの第２８期事業年度の

中間会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間監査に当たり当監査法人は、一般に

加 藤 明 司

市 川 武 雄

蛯 原 新 治

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ



６．中間財務諸表等

(１) 中間財務諸表

① 中間貸借対照表

(単位：千円)

期　別  前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末 前事業年度の要約貸借対照表

（平成11年9月30日現在） （平成12年9月30日現在） （平成12年3月31日現在）

  科　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

％ ％ 　 ％

1. 現 金 及 び 預 金 14,697,873　 17,801,533　 14,582,762　

2. 受 取 手 形 (注6) 1,729,178　 1,909,027　 1,673,540　

3. 売 掛 金 7,150,256　 8,226,852　 7,940,829　

4. 有 価 証 券 806,739　 -  1,089,226　

5. 自 己 株 式 241　 872　 37　

6. た な 卸 資 産 302,630　 309,200　 182,201　

7. そ の 他 1,437,846　 1,986,696　 1,355,582　

8. 貸 倒 引 当 金 △36,733　 △31,224　 △40,308　

26,088,033　 43.6　 30,202,958　 47.9　 26,783,872　 46.4　

(1) 有 形 固 定 資 産 (注1)

1. 建 物 (注2) 15,283,775　 14,223,495　 14,605,670　

2. 工 具 器 具 備 品 3,621,192　 3,764,180　 3,863,157　

3. 土 地 (注2、4) 8,792,758　 4,909,837　 4,909,837　

4. そ の 他 386,469　 319,298　 336,731　

28,084,195　 （46.9） 23,216,811　 （36.9） 23,715,397　 （41.1）

(2) 無 形 固 定 資 産 308,273　 （0.5） 328,780　 （0.5） 295,349　 （0.5）

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

1. 投 資 有 価 証 券 (注2) 1,657,733　 2,567,731　 1,525,113　

2. 自 己 株 式 863,584　 1,390,713　 815,308　

3. 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産 (注4) -  1,628,516　 1,628,516　

4. そ の 他 2,887,749　 3,702,810　 2,920,627　

5. 貸 倒 引 当 金 △11,458　 △8,991　 △11,208　

5,397,608　 （9.0） 9,280,780　 （14.7） 6,878,358　 （12.0）

33,790,077　 56.4　 32,826,372　 52.1　 30,889,104　 53.6　

59,878,110　 100.0　 63,029,330　 100.0　 57,672,976　 100.0　

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅰ . 流 動 資 産

Ⅱ . 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
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(単位：千円)

期　別  前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末 前事業年度の要約貸借対照表

（平成11年9月30日現在） （平成12年9月30日現在） （平成12年3月31日現在）

  科　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

％ ％ 　 ％

1. 支 払 手 形 4,802　 19,759　 42,283　

2. 短 期 借 入 金 (注2) 2,880,000　 1,120,000　 1,813,000　

3. 未 払 費 用 4,894,659　 5,465,622　 4,902,574　

4. 未 払 法 人 税 等 1,699,160　 2,902,760　 700,341　

5. 未 払 消 費 税 等 (注5) 511,670　 671,644　 496,183　

6. そ の 他 378,348　 778,391　 483,149　

10,368,641　 17.3　 10,958,178　 17.4　 8,437,533　 14.6　

1. 転 換 社 債 58,000　 36,000　 42,000　

2. 退 職 給 付 引 当 金 -  3,317,694　 -  

3. 退 職 給 与 引 当 金 2,048,673　 -  2,203,735　

4. 役 員 退 職 引 当 金 119,401　 127,913　 129,916　

5. 訴 訟 引 当 金 -  141,932　 141,932　

6. そ の 他 -  379,774　 407,305　

2,226,075　 3.7　 4,003,315　 6.3　 2,924,889　 5.1　

12,594,716　 21.0　 14,961,493　 23.7　 11,362,422　 19.7　

16,797,888　 28.1　 16,808,886　 26.7　 16,805,887　 29.1　

16,632,763　 27.8　 16,643,761　 26.4　 16,640,762　 28.9　

1,038,372　 1.7　 4,201,471　 6.7　 1,078,293　 1.9　

(注4) -  -  △2,248,904　 △3.6　 △2,248,904　 △3.9　

1. 任 意 積 立 金 8,808,572　 9,508,246　 8,808,572　

2. 中間（当期）未処分利益 4,005,796　 3,243,406　 5,225,941　

12,814,368　 21.4　 12,751,653　 20.2　 14,034,514　 24.3　

-  -  △89,031　 △0.1　 -  -  

47,283,394　 79.0　 48,067,837　 76.3　 46,310,554　 80.3　

59,878,110　 100.0　 63,029,330　 100.0　 57,672,976　 100.0　

（ 負 債 の 部 ）

Ⅰ . 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

Ⅱ . 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

そ の 他 の 剰 余 金 合 計

Ⅰ . 資 本 金

Ⅱ . 資 本 準 備 金

Ⅲ . 利 益 準 備 金

Ⅴ . そ の 他 の 剰 余 金

Ⅳ . 再 評 価 差 額 金

Ⅵ.その他有価証券評価差額金
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② 中間損益計算書

(単位：千円)

期　別  前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前事業年度の要約損益計算書

自　平成11年4月 1日 自　平成12年4月 1日 自　平成11年4月 1日
至　平成11年9月30日 至　平成12年9月30日 至　平成12年3月31日

  科　目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

％ ％ 　 ％

24,818,765　 100.0　 27,143,841　 100.0　 50,773,665　 100.0　

17,700,599　 71.3　 18,582,972　 68.5　 35,492,111　 69.9　

7,118,166　 28.7　 8,560,868　 31.5　 15,281,553　 30.1　

3,627,253　 14.6　 3,624,798　 13.3　 7,591,785　 15.0　

3,490,913　 14.1　 4,936,070　 18.2　 7,689,768　 15.1　

(注1) 286,462　 1.1　 157,175　 0.5　 332,521　 0.7　

(注2) 96,938　 0.4　 9,761　 0.0　 221,582　 0.4　

3,680,437　 14.8　 5,083,484　 18.7　 7,800,706　 15.4　

43,228　 0.2　 184,237　 0.7　 39,903　 0.0　

(注3) 61,024　 0.2　 1,101,887　 4.1　 1,237,191　 2.4　

3,662,641　 14.8　 4,165,834　 15.3　 6,603,418　 13.0　

1,729,047　 7.0　 2,927,447　 10.7　 3,086,234　 6.1　

△108,776　 △0.4　 △1,176,056　 △4.3　 △184,463　 △0.4　

2,042,370　 8.2　 2,414,442　 8.9　 3,701,648　 7.3　

642,372　 828,963　 642,372　

1,314,845　 -  1,314,845　

6,207　 -  6,207　

-  -  399,211　

-  -  39,921　

4,005,796　 3,243,406　 5,225,941　

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

中間配当に伴う利益準備金積立額

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う圧縮積立金取崩高

経 常 利 益

Ⅵ . 特 別 利 益

Ⅶ . 特 別 損 失

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

Ⅱ . 売 上 原 価

Ⅰ . 売 上 高

売 上 総 利 益

Ⅲ.販 売 費 及び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

Ⅳ.営 業 外 収 益

Ⅴ.営 業 外 費 用

( ) ( () )
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成１１年４月  １日 自　平成１２年４月  １日 自　平成１１年４月  １日

至　平成１１年９月３０日 至　平成１２年９月３０日 至　平成１２年３月３１日

１． 事業年度の財務諸表 (１)

作成のために採用して 方法 ― ―

いる会計処理の原則 当 中 間 会 計 期 間 末 の 固 定

及び手続と異なる会計 資 産 の 年 間 減 価 償 却 費

処理の基準 見 積 額 の １ ／ ２ 相 当 額 を

計上しております。

(２)

方法 ― ―

当 中 間 会 計 期 間 を 含 む

事 業 年 度 に つ い て 算 定

さ れ る 年 間 退 職 給 与 引 当

金繰入見積額の１／２相当

額を計上しております。

(３)

方法 ― ―

当 中 間 会 計 期 間 を 含 む

事 業 年 度 に つ い て 算 定

さ れ る 年 間 役 員 退 職 引 当

金繰入見積額の１／２相当

額を計上しております。

(４)

算定方法 ― ―

当 中 間 会 計 期 間 を 一 事 業

年 度 と み な し て 計 算 し た

額によっております。

２． 資産の評価基準及び (１) たな卸資産 (１) たな卸資産 (１) たな卸資産

評価方法 個別法による原価法 同左 同左

(２) 有価証券 (２) 有価証券 (２) 有価証券

取引所の相場のある有価証券 子会社株式 取引所の相場のある有価証券

移動平均法による低価法 移動平均法による原価法 移動平均法による低価法

その他有価証券 取引所の相場のない有価証券

時価のあるもの 移動平均法による原価法

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

３． 固定資産の減価償却の (１) 有形固定資産 (１) 有形固定資産 (１) 有形固定資産

方法 法人税法の規定による定率法 定率法 法人税法の規定による定率法
ただし、一部の建物について

は
ただし、一部の建物について ただし、一部の建物について

定額法 は定額法 は定額法

― (２) 無形固定資産 (２) 無形固定資産

定額法 法人税法の規定による定額法

た だ し 、 自 社 利 用 ソ フ ト

ウェアについては、社内に

お け る 利 用 可 能 期 間

（５年）に基づく定額法

― (３) 長期前払費用 (３) 長期前払費用

定額法 法人税法の規定による定額法

４． 引当金の計上基準 (１) 貸倒引当金 (１) 貸倒引当金

― 一般債権については、貸倒 債 権 の 貸 倒 に よ る 損 失 に

実 績 率 に よ り 、 貸 倒 懸 念 備 え る た め 、 法 人 税 法 の

債権等特定の債権については 規定（法定繰入率）による

個別に回収可能性を検討し、 繰 入 限 度 相 当 額 に 個 別

回収不能見込額を計上して 判 定 に よ る 貸 倒 見 積 高 を

おります。 積増して引当てております。

法人税、住民税及び事業税の

固定資産の減価償却費の算定

退職給与引当金繰入額の算定

役員退職引当金繰入額の算定

( ( () ) )
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成１１年４月  １日 自　平成１２年４月  １日 自　平成１１年４月  １日

至　平成１１年９月３０日 至　平成１２年９月３０日 至　平成１２年３月３１日

(２) 退職給付引当金 (２) 退職給与引当金

― 従業員の退職給付に備える 従 業 員 の 退 職 金 の 支 払 に

ため、当事業年度末における 備えるため、自己都合期末

退職給付債務及び年金資産 要支給額の100％を計上して

の見込額に基づき、当中間 おります。

会計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しております。

なお、会計基準変更時差異

(1,908,247千円)については、

適用初年度である当期に一括

処理する方法を採用し、当

中間期においては会計基準

変 更 時 差 異 の ６ ／ １ ２

(954,123千円)を特別損失に

計上しております。

(３) 役員退職引当金 (３) 役員退職引当金

― 役 員 退 職 慰 労 金 の 支 払 に 役 員 退 職 慰 労 金 の 支 払 に

備えるため、取締役及び監査 備えるため、取締役及び監査

役の退職慰労金支給に関する 役の退職慰労金支給に関する

内規に基づく中間期末要支給 内規に基づく期末要支給額の

額を計上しております。 100％を計上しております。

(４) 訴訟引当金 (４) 訴訟引当金

― 係争中の訴訟による支出に 同左

備えるため、判決の内容から

見 積 っ た 金 額 を 計 上 し て

おります。

５． リース取引の処理方法

会計処理によっております。

６． その他中間財務諸表 (１) 厚生年金基金制度

作成のための基本と ― 平成４年７月２４日より適格

なる重要な事項 退 職 年 金 制 度 に 代 え て

退職金の一部につき、厚生

年 金 基 金 制 度 を 採 用 し て

おります。

①

年金資産

6,189,684千円

うち厚生年金保健法第８５条

の２に規定する責任準備金

1,988,998千円

② 過去勤務費用の償却の期間

３年１ヶ月

(１) 消費税等の会計処理 (１) 消費税等の会計処理 (２) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計 税抜方式 同左

処理は、税抜方式によって

おります。

なお、仮払消費税等と仮受

消費税等を相殺後の金額を

未払消費税等として表示して

おります。

表示方法の変更

前中間会計期間 当中間会計期間

自　平成１１年４月  １日 自　平成１２年４月  １日

至　平成１１年９月３０日 至　平成１２年９月３０日

―

おります。

各々356,915千円及び17,276千円であります。

取 引 に つ い て は 、 通 常 の 賃

貸借取引に係る方法に準じた

同左リース物件の所有権が借主に

移 転 す る と 認 め ら れ る も の

以外のファイナンス・リース

同左

平成１１年３月３１日現在の

なお、当中間会計期間の未払事業税及び未払事業所税は

前中間会計期間まで未払事業税及び事業所税は流動負債に

未払事業税等として表示しておりましたが、当中間会計期間

においては未払事業税は未払法人税等に含めて、また、

未 払 事 業 所 税 は 流 動 負 債 の そ の 他 に 含 め て 表 示 し て

( ( () ) )

( ) ( )
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追加情報

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成１１年４月  １日 自　平成１２年４月  １日 自　平成１１年４月  １日

至　平成１１年９月３０日 至　平成１２年９月３０日 至　平成１２年３月３１日

（事業税）

― ―

おります。

税は1,371,983千円であります。

（ソフトウェア） （ソフトウェア）

―

無形固定資産に変更しております。

おります。

によっております。

によっております。

（税効果会計） （税効果会計）

―

しております。 作成しております。

千円多く計上されております。

されております。

（退職給付会計）

― ―

適用しております。

円減少しております。

おります。

は、退職給付引当金に含めて表示して

し 、 税 引 前 中 間 純 利 益 は 932,716 千

また、退職給与引当金及び企業年金

制度の過去勤務債務等に係る未払金

21,407 千 円 減 少 し 、 特 別 損 失 に

お い て は 954,123 千 円 増 加 し 、 総 額

932,716千円増加しております。これ

に 伴 い 、 経 常 利 益 は 21,407 千 円 増 加

審議会 平成１０年６月１６日））を

この結果、従来の方法によった場合と

比較して、退職給付費用が売上原価

と販売費及び一般管理費においては

は 1,505,517 千 円 そ れ ぞ れ 多 く 計 上

当中間会計期間から退職給付に係る

会計基準（「退職給付に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

千 円 、 中 間 未 処 分 利 益 は 1,429,830

財務諸表等規則の改正により、当期

から税効果会計を適用して財務諸表を

これに伴い、従来の税効果会計を適用

しない場合と比較し、繰延税金資産

1,499,309 千 円 （ 流 動 資 産 638,615 千

円、投資その他の資産860,694千円）

が新たに計上されるとともに、当期純

利益は184,463千円、当期未処分利益

場合と比較して、流動資産のその他が

713,990千円、固定資産の投資その他

の 資 産 の そ の 他 が 709,631 千 円 そ れ

ぞ れ 増 加 し 、 中 間 純 利 益 は 108,776

利用可能期間（５年）に基づく定額法

中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間から税効果会計を適用

これに伴い、税効果会計を適用しない

報告により上記に係るソフトウェアの

表示については、当期より投資その他

の資産の長期前払費用から無形固定

なお、減価償却方法は、社内における

資 産 の ソ フ ト ウ ェ ア に 変 更 し て

より投資その他の資産のその他から

なお、減価償却方法は、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法

自社利用ソフトウェアについては、

「研究開発費及びソフトウェアの会計

処理に関する実務指針」（日本公認

会 計 士 協 会 会 計 制 度 委 員 会 第

１２号 平成１１年３月３１日）の経過

措置の適用により、従来の会計処理

方法を継続しております。ただし、同

措置の適用により、従来の会計処理

方法を継続しております。ただし、同

報告により上記に係るソフトウェアの

表 示 に つ い て は 、 当 中 間 会 計 期 間

「研究開発費及びソフトウェアの会計

処理に関する実務指針」（日本公認

会 計 士 協 会 会 計 制 度 委 員 会 報 告 第

１２号 平成１１年３月３１日）の経過

住 民 税 及 び 事 業 税 と し て 表 示 し て

な お 、 当 中 間 会 計 期 間 の 事 業 税 は

357,064千円であり、法人税及び住民

自社利用のソフトウェアについては、

前中間会計期間まで販売費及び一般

管理費に含めておりました事業税は、

中間財務諸表等規則の改正により当

中間会計期間においては、法人税、

( ) ( () )
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成１１年４月  １日 自　平成１２年４月  １日 自　平成１１年４月  １日

至　平成１１年９月３０日 至　平成１２年９月３０日 至　平成１２年３月３１日

（金融商品会計）

― ―

適用しております。

増加しております。

投資有価証券として表示しております。

は1,066,766千円増加しております。

（外貨建取引等会計基準）

― ―

月２２日））を適用しております。

ありません。

当中間会計期間から金融商品に係る

会計基準（「金融商品に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成１１年１月２２日））を

この結果、従来の方法によった場合と

比 較 し て 経 常 利 益 は 98,887 千 円 、

税 引 前 中 間 純 利 益 は 211,162 千 円

また、期首時点で保有する有価証券の

保 有 目 的 を 検 討 し 、 売 買 目 的 有 価

証券、満期保有目的の債券及びその他

有価証券に含まれている債券のうち

１年内に満期の到来するものは流動

資産の有価証券として、それら以外は

そ の 結 果 、 流 動 資 産 の 有 価 証 券 は

1,066,766 千 円 減 少 し 、 投資 有価 証券

こ の 変 更 に よ る 損 益 へ の 影 響 額 は

当中間会計期間から改訂後の外貨建

取引等会計処理基準（「外貨建取引

等会計処理基準の改訂に関する意見

書」（企業会計審議会 平成１１年１０

( ) ( () )
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

（単位：千円）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成11年9月30日現在） （平成12年9月30日現在） （平成12年3月31日現在）

注1. 控 除 さ れ て い る 有 形 固 定 資 産 の 注1. 控 除 さ れ て い る 有 形 固 定 資 産 の 注1. 控 除 さ れ て い る 有 形 固 定 資 産 の

減価償却累計額 減価償却累計額 減価償却累計額

9,329,378　 9,849,632　 9,282,488　

注2. 担 保 資 産 注2. 担 保 資 産 注2. 担 保 資 産

担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産

392,704　 364,901　 379,152　

2,067,299　 488,767　 488,767　

1,185,777　 745,958　 808,852　

3,645,782　 1,599,627　 1,676,771　

480,000　 500,000　 420,000　

174,000　 500,000　 420,000　

654,000　

注3. 偶 発 債 務 注3. 注3.

保証債務 ― ―

銀行借入に対する保証

株式会社ジャパンアウトソーシング

174,000　

訴訟

当 社 は 当社 元取 締役 関口 房朗 から

取 締 役 会決 議無 効確 認等 請求 訴訟

（請求額 285,750千円）が提起されて

おり、現在審理中であります。

注4. 注4. 土 地 再 評 価 注4. 土 地 再 評 価

― 「土地再評価に関する法律」（平成 「土地再評価に関する法律」（平成

１０年３月３１日公布法律第３４号） １０年３月３１日公布法律第３４号）

及 び 「 土地 の再 評価 に関 する 法律 及 び 「 土地 の再 評価 に関 する 法律

の 一 部 を 改 正 す る 法 律 」 （ 平 成 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 」 （ 平 成

１ １ 年 ３月 ３１ 日改 正） に基 づき １ １ 年 ３月 ３１ 日改 正） に基 づき

事 業 用 の 土 地 の 再 評 価 を 行 っ て 事 業 用 の 土 地 の 再 評 価 を 行 っ て

お り ま す。 なお 、当 該評 価差 額に お り ま す。 なお 、当 該評 価差 額に

係 る 税 金 相 当 額 を 再 評 価 に 係 る 係 る 税 金 相 当 額 を 再 評 価 に 係 る

繰延税金資産として資産の部に計上 繰延税金資産として資産の部に計上

し、これを控除した金額を再評価差額 し、これを控除した金額を再評価差額

金として資本の部に計上しております。 金として資本の部に計上しております。

こ れ に 伴 い 従 来 の 方 法 に 比 べ 、

資 産 の 部 及 び 資 本 の 部 は 各 々

2,248,904千円減少しております。

再評価を行った年月日 再評価を行った年月日

平成12年3月31日 平成12年3月31日

再評価の方法 再評価の方法

土 地 の 再評 価に 関す る法 律施 行令 土 地 の 再評 価に 関す る法 律施 行令

（平成１０年３月３１日公布 政令第 （平成１０年３月３１日公布 政令第

１１９号）第２条第４号に定める地価 １１９号）第２条第４号に定める地価

税法（平成３年法律第６９号）第１６ 税法（平成３年法律第６９号）第１６

条に規定する地価税の課税価格の計算 条に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算出する の基礎となる土地の価額を算出する

ために国税庁長官が定めて公表した ために国税庁長官が定めて公表した

方法により算出した価額に基づいて、 方法により算出した価額に基づいて、

奥 行 価 格 補 正 等 合 理 的 な 調 整 を 奥 行 価 格 補 正 等 合 理 的 な 調 整 を

行って算出しております。 行って算出しております。

再評価を行った土地の当中間期末に 当該事業用土地の再評価前の帳簿価額

おける時価と再評価後の帳簿価格との 8,787,258　　　

差額 当該事業用土地の再評価後の帳簿価額

△406,550　　　 4,909,837　　　

注5. 注5. 消 費 税 等 の 取 扱 い 注5.

― 仮払消費税等及び仮受消費税等は、 ―

相殺のうえ、流動負債の未払消費税

等として表示しております。

注6. 注6. 期 末 日 満 期 手 形 注6.

― 期末日満期手形の会計処理について ―

は、手形交換日をもって決済処理して

おります。

なお、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の中間

期 末 日 満期 手形 が中 間期 末残 高に

含まれております。

受取手形

631,000　　　

建 物

土 地

投 資 有 価 証 券

計

建 物

土 地

投 資 有 価 証 券

計

建 物

土 地

投 資 有 価 証 券

計

上 記 に 対 応 す る 債 務
短 期 借 入 金

関 係 会 社 保 証 債 務

計

上 記 に 対 応 す る 債 務
短 期 借 入 金

計

上 記 に 対 応 す る 債 務
短 期 借 入 金

計
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（中間損益計算書関係）

（単位：千円）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成11年4月  1日 自　平成12年4月  1日 自　平成11年4月  1日

至　平成11年9月30日 至　平成12年9月30日 至　平成12年3月31日

注1. 営 業 外 収 益 の う ち 主 要 な も の 注1. 営 業 外 収 益 の う ち 主 要 な も の 注1. 営 業 外 収 益 の う ち 主 要 な も の

11,349　 7,849　 20,268　 

41,245　 123,494　 49,002　 

169,030　 177,136　 

注2. 営 業 外 費 用 の う ち 主 要 な も の 注2. 営 業 外 費 用 の う ち 主 要 な も の 注2. 営 業 外 費 用 の う ち 主 要 な も の

33,952　 8,497　 55,626　 

18,697　 107,487　 

注3. 注3. 特 別 損 失 の う ち 主 要 な も の 注3.

― ―

注4. 減 価 償 却 実 施 額 注4. 減 価 償 却 実 施 額 注4. 減 価 償 却 実 施 額

599,451　 612,401　 1,229,983　 

19,440　 22,594　 37,802　 

（リース取引関係）

（単位：千円）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成11年4月  1日 自　平成12年4月  1日 自　平成11年4月  1日

至　平成11年9月30日 至　平成12年9月30日 至　平成12年3月31日

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に

移 転 す ると 認め られ るも の以 外の 移 転 す ると 認め られ るも の以 外の 移 転 す ると 認め られ るも の以 外の

ファイナンス・リース取引 ファイナンス・リース取引 ファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価 リース物件の取得価額相当額、減価 リース物件の取得価額相当額、減価

償 却 累 計 額 相 当 額 及 び 中 間 期 末 償 却 累 計 額 相 当 額 及 び 中 間 期 末 償却累計額相当額及び期末残高相当額

残高相当額 残高相当額

取得価額相当額は、未経過リース料 同左 取 得 価 額相 当額 は、 未経 過リ ース

中間期末残高の有形固定資産の中間 料期末残高が有形固定資産の期末残高

期末残高等に占める割合が低いため、 等に占める割合が低いため、支払利子

支 払 利 子 込 み 法 に よ り 算 定 し て 込み法により算定しております。

おります。

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未 経 過 リ ー ス 料 期 末 残 高 相 当 額

110,752　 36,344　 57,755　 

48,226　 10,984　 20,916　 

158,979　 47,328　 78,672　 

未 経 過 リー ス料 中間 期末 残高 相当 同左 未経過リース料期末残高相当額は、

額は、未経過リース料中間期末残高の 未経過リース料期末残高が有形固定

有 形 固 定資 産の 中間 期末 残高 等に 資産の期末残高等に占める割合が低い

占める割合が低いため、支払利子込み ため、支払利子込み法により算定して

法により算定しております。 おります。

支払リース料及び減価償却費相当額 支払リース料及び減価償却費相当額 支払リース料及び減価償却費相当額

86,574　 29,331　 64,100　 

86,574　 29,331　 64,100　 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額 同左 同左

を零とする定額法によっております。

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

1,104　 1,104　 

2,484　 3,036　 

3,588　 4,140　 

954,123　 

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

工 具 器 具
備 品

そ の 他
( 車 両 運 搬 具 ) 合 計

取 得 価 額
相 当 額 833,388 28,317 861,706

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

690,822 11,904 702,727

中 間
期 末 残 高
相 当 額

142,565 16,413 158,979

工 具 器 具
備 品

そ の 他
( 車 両 運 搬 具 ) 合 計

取 得 価 額
相 当 額 269,298 12,924 282,222

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

230,226 4,667 234,893

中 間
期 末 残 高
相 当 額

39,071 8,257 47,328

工 具 器 具
備 品

そ の 他
( 車 両 運 搬 具 ) 合 計

取 得 価 額
相 当 額 279,174 28,317 307,492

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

212,196 16,623 228,819

期 末 残 高
相 当 額 66,978 11,693 78,672

１ 年 内

１ 年 超

合 計

１ 年 内

１ 年 超

合 計

１ 年 内

１ 年 超

合 計

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

１ 年 超

合 計

１ 年 内

１ 年 超

合 計

１ 年 内

( ( (

( ( (

) ) )

) ) )

受 取 利 息

受 取 配 当 金

有 価 証 券 売 却 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

有 価 証 券 売 却 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

支 払 利 息

有 価 証 券 評 価 損

支 払 利 息

有 価 証 券 評 価 損

支 払 利 息

退 職 給 付 会 計 基 準
変 更 時 差 異 処 理 額
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（有価証券の時価等関係）

中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。

（前中間会計期間）　（平成１１年９月３０日現在）

有価証券の時価等

（単位：千円）

流動資産に属するもの

固定資産に属するもの

（注）１． 時価（時価相当額を含む）の算定方法

① 東京証券取引所等の最終価格によっております。

② 日本証券業協会の公表する売買価格等によっております。

２． 株式には、自己株式を含んでおります。

   なお、自己株式の評価損益は、次のとおりであります。

流動資産に属するもの １３千円

固定資産に属するもの ３８,５５４千円

３． 開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額

固定資産に属するもの

非上場株式 （店頭売買株式を除く） ３６８,７６１千円

（デリバティブ取引関係）

財務諸表における注記事項として記載しております。

（前中間会計期間）　（自平成１１年４月１日　至平成１１年９月３０日）

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

（１株当たり情報）

（単位：円）

当中間会計期間 前事業年度

自　平成12年4月  1日 自　平成11年4月  1日

至　平成12年9月30日 至　平成12年3月31日

株 式

債 券

そ の 他

小 計

株 式

債 券

そ の 他

小 計

当 中 間 連 結 会 計 期 間 に 係 る 「 有 価 証 券 」 及 び 前 連 結 会 計 年 度 に 係 る 「 有 価 証 券 の 時 価 等 」 に つ い て は 、

種 類 中 間 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 評 価 損 益

2,395,306　

3,202,288　

－　

2,590,230　

－　

2,395,306　

－　

2,590,230　

－　

806,981　

－　

－　

806,981　

194,924　

901,833　

－　

－　

901,833　

③
非上場の証券投資信託の
受 益 証 券

基準価格によっております。

94,851　

－　

－　

94,851　

194,924　

－　

－　

上 場 有 価 証 券

3,492,064　 289,776　

店 頭 売 買 有 価 証 券

計

1,153.18               

92.23               

92.12               

当 中 間 連 結 会 計 期 間 及 び 前 連 結 会 計 年 度 に 係 る 「 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 」 に つ い て は 、 中 間 連 結

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１ 株 当 た り 中 間 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 中 間 純 利 益

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

1,196.81               

60.12               

60.08               

( () )
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（重要な後発事象）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自　平成11年4月  1日 自　平成12年4月  1日 自　平成11年4月  1日

至　平成11年9月30日 至　平成12年9月30日 至　平成12年3月31日

― ― ―

(２) その他

① 中間配当

決議いたしました。

イ. 中間配当金の総額 ７１６,４６９千円

ロ. １株当たりの中間配当額 １８円００銭

ハ. 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成１２年１１月３０日

② 訴訟

イ.

従前の代表取締役の報酬との差額285百万円余の支払を求める訴えを受けておりました。

確認する部分については、取締役会決議は有効であるとして、当社の勝訴が確定いたしております。

控訴いたしました。

ロ.

判決を下しました。関口房朗氏はこれを不服として最高裁判所に上告いたしました。

ハ.

支払を求める訴えを受けております。

決議は有効であるとして、原告の関口房朗氏の請求を棄却する判決が下されました。関口房朗氏は これ を不 服と して

当社は、平成１１年１０月２６日付で名古屋地方裁判所において、当社元取締役関口房朗氏から、退職慰労金292百万円余の

また、報酬差額の支払を求める部分については、平成１２年３月２９日に名古屋地方裁判所において、原告の関口房朗氏の請求を

当社は、平成９年９月２３日付で名古屋地方裁判所において、株主関口房朗氏から、平成９年６月２７日開催の当社第２４回定時

株主総会における決議を取り消すこと、また予備的に、同株主総会決議の不存在を確認することを求める訴えを受けて

おりましたが、本件については、平成１１年４月２３日に名古屋地方裁判所において、当社第２４回定時株主総会における

第２８期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日）中間配当については、平成１２年１０月２６日開催の取締役会に

おいて、平成１２年９月３０日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対して次のとおり中間配当を行うことを

一部認容し、当社に対し49百万円余の支払を命ずる判決が下されましたが、当社はこれを不服として名古屋高等裁判所に

平成１１年４月２９日付で名古屋高等裁判所に控訴しましたが、同高等裁判所は平成１１年１２月８日にこれを棄却する

当社は、平成８年１０月３１日付で名古屋地方裁判所において、当社元取締役関口房朗氏から、同氏の代表取締役解任決議の

あった平成８年７月３１日の取締役会決議の無効を確認する訴え並びにこの取締役会決議により就任した非常勤取締役の報酬と

このうち、取締役会決議の無効を確認する部分については、平成９年６月１８日に名古屋地方裁判所において、取締役会決議は

有効であるとして、原告の関口房朗氏の請求を棄却する判決が下されました。関口房朗氏はこれを不服として名古屋高等裁判所に

控訴しましたが、同高等裁判所は平成１０年７月８日にこれを却下しました。関口房朗氏は更に最高裁判所に上告を申し立て

ましたが、最高裁判所は平成１０年１１月２４日にこの上告を棄却する決定を下しました。これにより、取締役会決議の無効を

( ( () ) )
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第 ６   提出会社の参考情報

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

有 価 証 券 報 告 書 事 業 年 度 自 平 成 １ １ 年 ４ 月 １ 日 平 成 １ ２ 年 ６ 月 ３ ０ 日

及 び そ の 添 付 書 類 （ 第 ２ ７ 期 ） 至 平 成 １ ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 関 東 財 務 局 長 に 提 出

平 成 １ ２ 年 ４ 月 １ １ 日

平 成 １ ２ 年 ７ 月 １ ２ 日

及び平成１２年１０月１１日

関 東 財 務 局 長 に 提 出

〕〔（１）

（２） 自 己 株 券 買 付 状 況 報 告 書
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第 二 部   提 出 会 社 の 保 証 会 社 等 の 情 報

該当事項はありません。
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